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「未来協働プラットフォームふくい部門会議２調査研究」 福井工大調査概要

（1）福井県内各大学CN関連研究シーズ集を更新

実施に際しては、県内各大学に対しCN 関連研究シーズ昨年度版を基に情報収
集を行った。成果物は未来協働プラットフォームふくい等で報告・公表し、県
内企業が大学との共同研究を促進するための基礎資料とする。

（2）福井県内公共交通利用促進政策に対する企業意識等の現状と課題

公共交通利用促進はCNに資するため、福井県内自治体環境基本計画等で目標
管理の対象となっているものの芳しくない状況となっている。
福井県内企業等に対し社員の通勤・営業における公共交通利用を促すための

意識、制度整備の現状と課題について、福井県交通まちづくり課と連携してア
ンケートを実施した。また、交通事業者、一般企業等から先進事例等を情報収
集し、公共交通利用促進につなげるための基礎資料とする。
企業等の了解を得た部分について未来協働プラットフォームふくい等で報

告・公表する。
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（１）

福井県内各大学CN関連研究シーズ集更新
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⚫ https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/dengen/shin-energy/forum.html#sheeds

令和5年度成果は福井県庁カーボンニュートラル福井コンソーシアムページに掲載

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/dengen/shin-energy/forum.html#sheeds
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（２）

福井県内公共交通利用促進政策に対する

企業意識等の現状と課題



調査の背景
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福井県 運輸部門の温室効果ガス排出削減に向けて

出典：カーボンニュートラル福井コンソーシアム全体会議資料（２０２４．８．６）
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福井県 通勤・通学時の交通分担率

出典：福井県（2024）嶺北地域公共交通計画
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福井県クルマに頼り過ぎない社会づくり推進県民会議 （事務局：福井県交通まちづくり課）
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エコ通勤のメリット

出典：福井県クルマに頼り
過ぎない社会づくり推進県
民会議資料
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企業のサスティナビリティ情報の開示について

・2021年6月、東京証券取引所（以下「東証」）は改訂コーポレートガバナンス・コード
を施行。2022年4月、東証で「プライム市場・スタンダード市場・グロース市場」の3つ

の市場区分が始動。プライム市場上場企業は、「ＴＣＦＤまたはそれと同等の枠組み
に基づく開示の質と量の充実を進める」ことが必要になった。
・2023年1月、企業内容等の開示に関する内閣府令等の改正により、有価証券報告

書等において、「サステナビリティに関する考え方及び取組」の記載欄を新設し、サス
テナビリティ情報の開示が必要になった。2023年3月期決算企業から適用。

出典：最終報告書気候関連財務情報開示タスクフォースの提言サステナビリティ日本フォーラム私訳第2版（2018）
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CO2排出量の算定範囲サプライチェーンへ

出典：環境省 https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/estimate.html

Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出(燃料の燃焼、工業プロセス)
Scope2 : 他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
Scope3 : Scope1、Scope2以外の間接排出(事業者の活動に関連する他社の排出)

・世界の投資家は上場企業等に対してサプライチェーン全体（Scope3）へのCO2排出
量の算定・削減を求めている。
・その結果、上場企業等は、調達先企業にCO2排出量の算定・削減を求めることに。



13

脱炭素経営のメリット

・環境省は、先行して脱炭素経営に取り組む事業者は５つのメリットがあるとしている。

出典：環境省 「脱炭素経営導入ハンドブック」



アンケート結果
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県民会議（事務局福井県庁交通まちづくり課）との共同アンケート
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【1】貴社従業員の通勤交通手段で、マイカーの割合はどの程度ですか。

2社 (3%)

2社 (3%)

・66社から回答あり
・マイカー通勤割合100%が53%、80%～100%未満が34.8%、合計88%
・同20%未満は2社（3％）、20%～40%未満は2社（3％）
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【2】マイカー通勤を認めている理由は何ですか（複数回答可）

①公共交通機関の不便なところに従業員が住んでいるため：42件（63.6%）
②従業員から自動車通勤の希望が多いから：39件（59.1%）
③自社への最寄りの駅やバス停が遠く公共交通機関の利便性が低いため：35件（53%）
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【3】現状、貴社従業員の通勤手段として、公共交通／自転車利用を促進しています
か。

①公共交通利用、自転車利用ともに促進していない：（81.8%）
②公共交通利用、自転車利用をともに促進している：（15.2%）
③公共交通利用を促進している（自転車利用は促進していない）（3%）

3%
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【4】今後、通勤時の移動手段をマイカーから公共交通や自転車に転換を促したいと
考えていますか

①特に、方針を考えていない：（62.1%）
②マイカー通勤の削減は考えていない：（18.2%）
③ある程度、マイカー通勤を削減したい：（13.6%）
④できるだけマイカー通勤を削減したい： （6.1%）

6.1%
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【5】マイカーからの転換に向けて必要だと考えられる（社会的な）取組みは何ですか
（複数回答可）

①バス路線の拡充：42件（63.6%）
②バスの増便：37件（56.1%）
③政府・自治体による優遇策（規制、補助等）の導入：32件（48.5%）
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【6】マイカーからの転換に向けて必要だと考えられる（自社の）取組みで検討可能な
ものはありますか（複数回答可）

①検討可能なものはない：36件（54.5%）
②公共交通利用の通勤手当を優遇する （実費より高額にする等）：15件（22.7%）
③公共交通・自転車利用の通勤者を表彰する：10件（15.2%）
④マイカー通勤許可基準を厳しくする （3km未満は自転車・徒歩に限る等）：7件（10.6%）
⑤マイカー利用の通勤手当を抑制する （実費より少額にする等）：4件（6.1%）
⑥相乗り制度を導入する （最寄り駅から自社まで等） ：4件（6.1%）
⑦拠点（例：最寄り駅）から自社までバスを会社が運行する：4件（6.1%）
⑧自社内での自転車駐輪場の整備：4件（6.1%）
⑨拠点に従業員貸出用の自転車を会社が用意する：3件（4.5%）
⑩自社にマイカー無料駐車場を用意しない：1件（1.5%）
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公共交通通勤者へのインセンティブ方法

公共交通利用の通勤手当を優遇する
（実費より高額にする等）

１．通勤手当は役職員の所得となるため、所得
税が問題となる。（法人税は無関係）

２．所得税の非課税限度額は「1か月あたりの

合理的な運賃等の額」（例：定期券代）となっ
ている。例えば月20,000円が実費のところ、
公共交通利用者には月5,000円追加給付す
る場合、5,000円が所得税の対象となる。

３．給与として月5,000円追加すればよい （所
得税の対象となる）。

４．当該5,000円は、「通勤手当」でなく「特別通

勤手当」（給与とみなす）のように明示した方
が経理税務事務上も混乱がないと考えられ
る。

５．この措置を企業が講じることで、職員の手取
り収入が増えるのに加え、企業としても社会
貢献策として対外的にアピール可能

出典：2025年2月国税庁山本様、福井税務署村山様に対する筆者ヒアリングに基づく
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【7】上記と同じ選択肢で既に実施済みのものはありますか（複数回答可）

①実施済みのものはない：56件（84.8%）
②自社内での自転車駐輪場の整備：9件（13.6%）
③自社にマイカー無料駐車場を用意しない：3件（4.5%）
④マイカー利用の通勤手当を抑制する （実費より少額にする等）：2件（3%）
⑤マイカー通勤許可基準を厳しくする （3km未満は自転車・徒歩に限る等）：1件（1.5%）
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【8】近場（3㎞程度）への業務目的での移動に自転車を推奨・活用されていますか

①自転車での移動を推奨しておらず、今後も検討しない：（57.6%）
②自転車での移動を推奨していないが、今後検討したい：（25.8%）
③業務用の自転車を用意している程度に留まっている：（10.6%）
④業務用の自転車を用意しており、積極的に活用している： （6.1%）

4社 (6.1%)

7社 (10.6%)
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【9】社用車の導入状況について教えてください

①ハイブリッド車を導入している：（45.5%）
②環境に優しい次世代自動車の導入は検討していない：（34.8%）
③ハイブリッド車導入を検討している：（13.6%）
④EV車を導入している： （4.5%）
⑤EV車導入を検討している： （1.5%）



26

【14】自社（自事業所）のCO２排出量を算定・把握していますか

①現在、把握しておらず、今後も把握する予定はない：（66.7%）
②把握していないが、今後、把握する方向で検討中：（16.7%）
③把握している：（16.7%）
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【15】（把握している・予定の場合）CO2排出量を算定・把握する理由を教えてくださ
い （25社回答、複数回答可）
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【16】（把握しない場合）CO2排出量を算定・把握しない理由を教えてください
（46社回答、複数回答可）
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【17】自社従業員の「通勤」にかかるCO2排出量を把握していますか

3社(4.5%)

①現在、把握しておらず、今後も把握する予定はない：（75.8%）
②把握していないが、今後、把握する方向で検討中：（19.7%）
③把握している：（4.5%）
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【18】自社従業員の「出張」にかかるCO2排出量を把握していますか

４社(6.1%)

①現在、把握しておらず、今後も把握する予定はない：（74.2%）
②把握していないが、今後、把握する方向で検討中：（16.7%）
③把握している：（6.1%）
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「自動車通勤率」と「企業最寄りの鉄道駅までの距離」の関係

300m未満
（n=9）

300m～800m未満
（n=10）

（n=66）800m～1.5km未満
（n=19）

1.5km～3.0km未満
（n=18）

3.0km～4.0km未満
（n=4）

4.0km～5.0km未満
（n=1）

5km以上
（n=5）
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率
（
％
）

0%

10.0%

5.3%

0% 0% 0% 0%

11.1%

10.0%

0%

0% 0% 0% 0%

11.1%

20.0%

5.6%

22.2%

30.0%

47.4%

38.9%

25.0%

0%

20%

55.6% 30.0% 47.4% 55.6% 75.0% 100% 80%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

300m未満 300m～800m未満 800m～1.5㎞未満 1.5㎞～3.0㎞未満 3.0㎞～4.0㎞未満 4.0㎞～5.0㎞未満 5㎞以上

20％未満 20％以上～40％未満 40％以上～60％未満 60％以上～80％未満 80％以上～100％未満 100%

スピアマン順位相関係数：0.0315 ＜0.05 有意性あり

鉄道駅までの距離
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「自動車通勤率」と「企業最寄りのバス停までの距離」の関係

300m未満
（n=30）

300m～800m未満
（n=16）

800m～1.5km未満
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3.0km～4.0km未満
（n=0）

4.0km～5.0km未満
（n=1）

5km以上
（n=0） （n=66）

バス停徒歩圏域

自
動
車
通
勤
率
（
％
）

12.5%

3.3%

6.3%

6.3%

5.9%

36.7%

37.5%

29.4%

50.0%

0% 0% 0%

53.3% 37.5% 64.7% 50.0%

0%

100%

0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

300m未満 300m～800m未満 800m～1.5㎞未満 1.5㎞～3.0㎞未満 3.0㎞～4.0㎞未満 4.0㎞～5.0㎞未満 5㎞以上

20％未満 20％以上～40％未満 40％以上～60％未満 60％以上～80％未満 80％以上～100％未満 100％

スピアマン順位相関係数：0.5796 ＞0.05 有意性なし

バス停までの距離



福井県内優良事例
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セーレンの取組み

出典：セーレンHP

社名 セーレン㈱ 福井本社

所在地 福井市毛矢

業種 製造業

・CO2排出量について、Scope3まで算出・開示している。
・通勤、出張についても、算定方法を含め開示している。
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北陸電力福井支店の取組み

・通勤は原則公共交通利用がルールとなっている。自動車利用の際は、所属長の許
可を必要とし、所属長は許可に際して必要理由を確認する。

・駐車場は当社としては用意していない。必要な社員は自己負担。福井駅近隣であり、
月額駐車料13,000円程度。

・大野市から越美北線を利用して通勤する社員は、本数が少なくて不便ではあるが、
事故リスクを負いたくないこと、また駐車費用もかけたくないことからそうしている。

出典：北陸電力HP

社名・事業所 北陸電力㈱ 福井支店

所在地 福井市日之出

業種 電気業
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マルツグループの取組み

・徒歩・自転車通勤者に対して「エコ通勤手当（月8千円）」を支給。
・福井県内各地で太陽光発電事業、バイオマス熱供給事業、小水力発電事業等を推進。

社名 マルツホールディングス

所在地 福井市豊島

業種
自然エネルギーによる
発電事業

出典：マルツホールディングスHP

再生可能なエネルギー事業の詳細は、
上記QRコードから読み取り可能
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フェニックスリースの取組み

・管理部門社員に対して会社は駐車場用意しない。
（営業部門社員に対しては、車を業務利用するため駐車場代会社負担）
・自転車通勤社員用の駐輪場あり。

当社が入るビル駐輪場：筆者撮影

社名 フェニックスリース㈱

所在地 福井市豊島

業種 リース業
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福貨通運の取組み

・従業員の通勤において「公共交通利用、自転車利用をともに促進している」

・当社は「健康経営優良認証」を受けており、通勤時に公共交通や自転車利用をする
ことは健康によいことから促進
・「通勤時公共交通・自転車利用者には表彰」を来年度より実施予定
・グリーン経営認証を受けており、鉄道を利用したモーダルシフトを推進

出典：福貨通運HP

社名 福貨通運㈱

所在地 福井市花堂北

業種 物流業
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金井学園の取組み

・駐車場は法人としては用意していない。必要な教職員は自己負担。
・自転車通勤者にも通勤手当がある。片道5km～6㎞未満だと、四輪自動車と同等
・シェアサイクル「ふくチャリ」のポート用の土地を無償提供している。駐輪場もあり。
・学園敷地をセットバックし、バス停の拡幅・充実を図っている。

出典：ヒアリング時筆者受領

社名 金井学園

所在地 福井市学園

業種 学校法人
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京福バスの取組み

・2024年3月北陸新幹線福井開業に合わせて、福井市内を走る「すまいるバス」４路
線について電気自動車を導入。
・すまいるバス運行CO2排出量は、2024年4月～12月前年同期比71％減少
（乗車1人あたり69%減少）へ

福井工業大学でのお披露目式（新車両外装デザインを
福井工業大学および附属福井高校学生が手掛けた）

社名 京福バス㈱

所在地 福井市日之出

業種 旅客運送業



42

まとめ

１．地域公共交通・自転車の利用拡大は、地球温暖化対策のみならず、事業所のメ
リット、従業員のメリットがあり、社会全体で推進すべき課題である。

２．アンケート調査結果から、回答企業の88％以上は、通勤における自動車利用割
合80%超であり、自動車依存の姿が浮かび上がった。また、この状況を是正し公
共交通・自転車利用促進の方針をもつ企業はいまだ2割にとどまることが分かった。

３．マイカー依存からの転換に向けて既に実施済みの取組みとしては、①自社内での
自転車駐輪場の整備：9件（13.6%）、②自社にマイカー無料駐車場を用意しない：
3件（4.5%）等がみられた。

４．今後検討可能なものとして、③公共交通利用の通勤手当を優遇する （実費より高
額にする等）15件（22.7%）、④公共交通・自転車利用の通勤者を表彰する：10件
（15.2%）、⑤マイカー通勤許可基準を厳しくする：7件（10.6%）等が挙げられる。

５．自社（自事業所）のCO２排出量算定・把握については、全体の2/3は把握しておら
ず、16.7%が実施済みであり、16.7%がこれから実施検討の段階である。自社従
業員の「通勤」にかかるCO2排出量把握をしているのは4.5%、今後検討は16.7%

であった。

６．今後各社が参考にすべき優良事例が福井県内でもすでにあることも明らかになっ
た。地域公共交通・自転車利用の拡大のためにも、各社／各個人で可能なものか
ら取り組むことを期待したい。


